
令和６年度 研究開発と Society 5.0 との橋渡しプログラム（BRIDGE）の実施方針 

（令和 6年度当初予算） 

令 和 ６ 年 ３ 月 2 1 日 
ガ バ ニ ン グ ボ ー ド 決 定 

 「科学技術イノベーション創造推進費に関する基本方針」（平成 26年５月 23日 総合科学技術・イノベーション会議決
定（最終改正︓令和４年 12 月 23 日））及び「研究開発と Society 5.0 との橋渡しプログラム運用指針」（平成 29
年 5月 25 日ガバニングボード決定（最終改定︓令和４年 12月 23日））に基づき、令和６年度に継続して実施する
重点課題またはシステム改革に資する事業、対象施策、対象施策への配分予算額、対象施策の実施期間を次のとおり定
める。 

 なお、未配分額 35.4 億円については、重点課題またはシステム改革に資する事業への施策提案の審査・評価を踏まえた
実施概要の具体化ができた段階での予算配分等の経費として留保する。 

２．システム改革型 
（１）地域中核大学イノベーション創出環境強化事業
配分額︓8.０億円 
 「研究開発と Society5.0 との橋渡しプログラム運用指針」に基づき、地域中核大学イノベーション創出環境強化事業の令
和４年度採択大学及び令和５年度採択大学への令和６年４月の配分額を次のとおり定める。 

令和５年度採択大学（令和５年度～令和６年度） 

大学名 
令和 6年 4月 
配分額（億円） 

参考）令和 5年 
配分額（億円） 

大阪公立大学 0.6 2.0 

長崎大学 0.6 2.0 

兵庫県立大学 0.6 2.0 

九州工業大学 0.6 1.5 

山形大学 0.6 1.5 

香川大学 0.6 1.0 

鹿児島大学 0.6 1.0 

千葉大学 0.6 1.0 

長岡技術科学大学 0.6 1.0 

立命館大学 0.6 1.0 

計１０大学（令和 6年 4月配分総額 6.0億円） 
配分額順かつ五十音順 

資料５ 



令和４年度採択大学（令和４年度～令和６年度）1 

大学名 
令和 6年 4月 
配分額（億円） 

参考）令和 4年 
配分額（億円） 

参考）令和 5年 
配分額（億円） 

富山大学 1.0 1.5 1.0 

弘前大学 1.0 1.5 1.0 

計２大学（令和 6年 4月配分総額 2.0億円） 
五十音順 

1 令和４年度公募要領で「支援期間は原則２年間とするが、実績状況に応じて１年延長もあり得る。」としている。 



令和６年度 研究開発と Society 5.0 との橋渡しプログラム（BRIDGE）の実施方針 

（令和 6年度当初予算） 
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年 5月 25 日ガバニングボード決定（最終改定︓令和４年 12月 23日））に基づき、令和６年度に継続して実施する
重点課題またはシステム改革に資する事業、対象施策、対象施策への配分予算額、対象施策の実施期間を次のとおり定
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実施概要の具体化ができた段階での予算配分等の経費として留保する。 

（２）新 SBIR制度加速事業
配分額︓2.8億円 

対象施策 概要 府省庁名 配分額 
(億円)
（注）

実施期間 

大学発新産業創出
プログラム(START)プ
ロ ジ ェ ク ト 推 進 型
(SBIR フェーズ 1 支
援）

社会ニーズ・政策課題に基づく研究者向
けの研究開発課題をスタートアップ等に
適した形で設定する。フィージビリティ・スタ
ディ段階から、幅広く支援を開始、ステー
ジゲートを通して、事業化・成長可能性
の高い研究開発シーズを選抜し、連続
的に支援を実施する。 

文部科学省 ０．２ 令和６年度 

研究開発型スタート
アップの起業・経営人
材確保等支援事業
（SBIR 推進プログラ
ム）

社会ニーズ・政策課題に基づく企業向け
の研究開発課題をスタートアップ等に適
した形で設定する。フィージビリティ・スタデ
ィ段階から、幅広く支援を開始、ステージ
ゲートを通して、事業化・成長可能性の
高い研究開発シーズを選抜し、連続的
に支援を実施する。 

経済産業省 ２．５ 令和６年度 

交通運輸技術開発
推進制度（SBIR 省
庁連携型） 

社会ニーズ・政策課題に基づき設定され
た交通運輸技術のポテンシャル維持・向
上に資するトピックを元にフェーズ１による
支援を受けた研究開発を、ステージゲー
トを通して社会実装性などの観点から選
抜し、連続的に支援を実施する。

国土交通省 ０．１ 【２年目施策】 
令和５年度 
～ 
令和６年度 

（注）令和６年度の配分額、各年度の配分額は、審査を経て決定。 



（※１）「科学技術イノベーション創造推進費に関する基本方針」（平成 26年５月 23日 総合科学技術・イノベーショ
ン会議決定（最終改正︓令和４年 12月 23日））に基づき、上記配分額とは別に、BRIDGE の実施にあたって必要と
なる外部有識者等に係る経費、ガバニングボード、プログラム統括チーム及び評価委員による委員会の運営に係る経費、プロ
グラムの横断的な運営に係る共通基盤経費、機動的な調査に係る経費等を事務局運営経費として、3.41億円充当す
る。

（※２）上記の重点課題またはシステム改革に資する事業への配分額及び事務局運営経費は政府予算成立をもって確
定し、それぞれ各省庁等及び内閣府に配分する。 
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令和６年度 研究開発と Society 5.0 との橋渡しプログラム（BRIDGE）の実施方針 
（令和 5年度補正予算） 

令 和 ６ 年 ３ 月 2 1 日 
ガ バ ニ ン グ ボ ー ド 決 定 

「科学技術イノベーション創造推進費に関する基本方針」（平成 26 年５月 23 日 総合科学技術・イノベーショ
ン会議決定（最終改正︓令和４年 12月 23日））及び「研究開発と Society 5.0 との橋渡しプログラム運用
指針」（平成 29 年 5 月 25 日ガバニングボード決定（最終改定︓令和４年 12 月 23 日））に基づき、令和
６年度に実施する、令和５年度補正予算を繰り越したシステム改革に資する事業、対象施策、対象施策への配
分予算額、対象施策の実施期間を次のとおり定める。

システム改革型
スタートアップ・エコシステム形成推進事業
配分額︓25.３億円 

対象施策 概要 府省庁名 配分額(億円) 実施期間 

グローバル・スタートアッ
プ・アクセラレーションプロ

グラム 

スタートアップの創出を促進する拠点都
市（※）に対して、国内スタートアップの
海外展開に向けた支援や拠点都市の自
治体や大学が海外都市や大学等と連
携を強化するための取組を支援すること
により、スタートアップ・エコシステム拠点都
市の機能を強化する。

（※）内閣府が実施する「Beyond 
Limits. Unlock Our Potential.世界
に伍するスタートアップ・エコシステム拠点
形成戦略」に係るスタートアップ・エコシス
テム拠点都市。グローバル拠点都市４
拠点（東京圏、名古屋・浜松、関西
圏、福岡）及び推進拠点都市４拠点
（札幌、仙台、広島、北九州）。

経済産業省 １９．１ 令和６年度 

グローバル・スタートアッ
プ・キャンパス構想の推

進 

グローバル・スタートアップ・キャンパス構想
（※）の実現に向け、海外大学等との
継続的な連携や、国内外の研究・イノベ
ーション創出に関する先進的な動向等の
調査を実施することで、構想の具体化を
図る。 

内閣府 ６．２ 令和６年度 



（※）ディープテック分野に特化した研
究機能と国際標準のイノベーション機能
を兼ね備えた施設である「グローバル・スタ
ートアップ・キャンパス」を東京都心（渋
谷・目黒）に創設することを通じ、世界
に比肩するスタートアップ・エコシステムを
日本に作り上げる構想。 




